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インド概観

項目

面積 328万7,469k㎡

人口 13億1,690万人(2017年：IMF数値)

首都 ニューデリー

主要産業 農業，工業，鉱業，IT産業

名目GDP 2兆2,635億ドル(2016年：世銀資料)

一人当たりGDP 1,709ドル(2016年：世銀資料)

GDP成長率 7.1％(2016年度：インド政府資料)

一次エネルギー供給量 851.13 Mtoe(石油換算100万トン)(2015年)

一人当たりの
一次エネルギー供給量

0.65 toe(石油換算トン)(2015年)

エネルギー生産量 554.39 Mtoe(石油換算100万トン)(2015年)

発電量 1兆2,420億kWh(2016年度)

一人当たりの発電量 940kWh

エネルギー自給率 65％（2015年）

出典：外務省インド基礎データ、IEA Atlas of Energy、インド中央電力庁資料
など
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インドの発電目標 ー中長期電力計画委員会報告書などから

 エネルギー自給を達成し、すべての人々にクリーンかつ手頃な価格で
信頼できる持続可能な電力を提供すること

 2030年までに非化石燃料の発電設備容量を40％に引き上げる
2030年までにGDPあたりCO2排出量を2005年比33～35％削減すると
した約束草案（2020年以降の温暖化対策目標、INDC）を策定

 2022年3月までの再生可能エネルギー導入目標を1億7,500万kW（太陽
光1億kW、風力6,000万kW、バイオマス1,000万kW、小水力500万kW）
と設定
非化石燃料ベースの発電開発に重点
（例：水力発電や石炭火力発電所のより効率的な超臨界技術導入）

 原子力については、2006年のエネルギー政策のなかで2032年までに
6,300万kWの導入目標を掲げているが、最近の国会答弁資料によると、
実現は困難な見通し

出典：中央電力庁「中長期電力計画委員会報告書」(2018年1月)など
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インドの総発電設備容量（2017年3月31日時点）

出典：中央電力庁「国家電力計画」(2018年1月)

再エネ
17％

原子力
2％

再生エネ
17％

水力
14％

石炭
59％

ガス
8％

ディーゼル
0％

総発電設備容量：約3億2,683万kW
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インドの総発電電力量（2016年4月ー17年3月）

再エネ
17％

原子力
3.05％

再生エネ
6.59％

水力
9.85％

石炭と褐炭
76.08％

ガスとディーゼル
3.97％

総発電電力量：約1兆2,420億kWh 

輸入
0.45％

■火力が約８割を占める

出典：中央電力庁「中長期電力計画委員会報告書」(2018年1月)
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インドの発電設備容量の推移

再エネ水力 原子力石炭＆褐炭 天然ガス＆
ディーゼル

■再エネの導入が進むにつれ、水力の導入比率が減少傾向

出典：中央電力庁「中長期電力計画委員会報告書」(2018年1月)
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今後の発電設備容量の見通し

水力
11％

原子力
2％

石炭と褐炭
45％

再エネ
37％

ガス
5％

2022年3月時点の
総発電設備容量：約4億7,942万kW

石炭と褐炭
39％

水力
10％

原子力
3％

ガス
4％

再エネ
44％

2027年3月時点の
総発電設備容量：約6億1,907万kW

出典：中央電力庁「中長期電力計画委員会報告書」(2018年1月)
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今後の発電電力量の見通し

原子力
3.69％

石炭と褐炭
63.05％

再エネ
19.24％

ガスとディーゼル
4.86％

2021-22年の
総発電電力量：約１兆6,998億kWh 

水力
9.16％

2026-27年時点の
総発電電力量：約2兆2,226億kWh

水力
12.10％

再エネ
23.31％

原子力
4.98 ％

ガスとディーゼル
3.88％

石炭と褐炭
55.74％

出典：中央電力庁「中長期電力計画委員会報告書」(2018年1月)
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インドのCO2排出量

■インドのCO
2
排出量は世界第3位（2015年： 20.7億トン）

出典： IEA, CO2 emissions from fuel combustion 2017
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インドの電力アクセス度（1）
■モディ首相は2018年4月28日、予定よりも早いインド全村落への電力供給達成を発表*

（*各村落内の一部に電力供給達成、全住宅全てに電力供給が達成されたわけではない）

■2000年以降、約5億人が電力へのアクセスが可能となり、電化率は2000年の43％から
82％に上昇。しかし、2016年時点で2億3,900万人が未だ電力へのアクセスができない状況

電力へのアクセスができないインドの人口（2006‐16年）
Energy Access Outlook 2017

百
万
人

都市部

地方

アクセス可

アクセス可

アクセス不可

アクセス不可
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インドの電力アクセス度（2）

■このまま順調に進めば、インドは2020年代初めにも電力へのユニバーサル
アクセスを達成する見通し

電力へのアクセスができない世界の人口（2000‐30年）
Energy Access Outlook 2017

百
万
人

インド

サブ・サハラアフリカ

その他の世界
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世界の地域別エネルギー需要の変化

■インドが最大の増加

一次エネルギー需要の変化（2016～40年）
World Energy Outlook 2017

単位：Mtoe（100万トン石油換算）

Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 
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年央に発表されたエネル
ギー政策や関連計画が

実施されると想定）
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インド

世界の地域別電力需要予測

中国

アフリカ

中東

東南アジア

EU

米国

2040年までの増加量

インドの電力需要：
2016年:1,102TWｈ
2040年までに2,504TWh分増加

2016年
実績

単位:TWｈ (10億kWh)

（新政策シナリオ）
■世界的にも一層の電化が進む
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主要国・地域の電源別発電量シェア

世界 EU 中国 インド 米国 日本

その他再エネ

水力

バイオ

太陽光

風力

原子力

石油

ガス

石炭

■ 新政策シナリオの電力ミックス（発電量シェア）では、再生可能エネルギー
が2040年にはほぼ倍増し、石炭の寄与が大幅に減少する

出典： IEA, World Energy Outlook 2017
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1GW＝100万kW

EU

中国

米国

EU

インド

ロシア

米国

日本

中国

ロシア

原子力発電規模上位５ケ国・地域
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EUが原子力発電のリーダーから陥落し、
中国がトップとなる

■EUが原子力発電規模トップの地位から退き、
中国が首位に躍り出、インドが4位になる

出典： IEA, World Energy Outlook 2017

（新政策シナリオ）
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インドの原子力開発の特徴

 国内に豊富にあるトリウム資源を背景に、重水炉を中心とした
三段階の独自の原子力発電開発計画を推進

 究極の目標は「クローズド燃料サイクル戦略」により、2050年
以降にエネルギー自給をめざすこと

 インドは、NPT（核兵器不拡散条約）非加盟かつ核兵器保有国で
あることから、長年海外からの原子力関連技術や資機材の調達
ができず、国際的に孤立。2007年7月の米印原子力協力協定合
意、2008年9月の原子力供給国グループ（NSG）臨時総会などを
経て、インドへの原子力輸出が解禁となる

 現在、独自開発の重水炉に加え、米・仏・露*の大型軽水炉導入
に向け、協議中（＊露製軽水炉は既に導入済。2基運転中、2基建設中）

（注：2010年成立のインド原賠法（メーカー責任条項）の影響で海外LWR導入遅延。2016年2月、「原子力損害
の補完的補償に関する条約（CSC）」に加盟。しかし、国内法との関連が不明確）

17Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 
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インドの原子力開発の主な歴史（１）

インド原子力の父
ホミ J. バーバ博士
（1909～1966）

初代原子力委員長
初代原子力庁長官

・トリウムを利用したインド独自の
三段階の原子力発電計画を考案

年月 経緯

1945年 タタ基礎研究所（TIFR）設立 原子力研究開始 ※アジアで最も早く原子力研究をスタート！

1947年8月 インド独立（英領インドがインドとパキスタンに分離独立）

1948年 原子力法が成立（4月）、原子力委員会（AEC）設立（8月）

1954年 原子力庁（DAE）（8月）、Atomic Energy Establishment Trombay（AEET）設立（1月）※後のバーバ原子
力研究センター（BARC）

1955年9月 インド原子力の父・ホミ J. バーバ博士が国連主催の原子力の平和利用に関する国際会議の議長に任命さ
れる

1956年8月 アジア初の研究炉APSARA（1MW、スイミングプール型）、臨界

1957年7月 IAEA設立、インド加盟

1960年7月 研究炉CIRUS（カナダ供給天然ウラン重水炉、40MW）、臨界

1961年1月 インド国産研究炉ZERLINA（天然ウラン重水炉、１kW）、臨界

1962年 インド新原子力法制定

1964年 インド最初の再処理プラント完成（AEETで）

1969年 フランスと高速炉計画協力協定調印

1969年10月 タラプール1、2号機、運転開始（米GE製BWR、16万kW×2基） ※アジア初の軽水炉

1973年12月 ラジャスタン1号機、運転開始（カナダCANDU炉、10万kW）

1974年5月 ラジャスタン州のポカラン実験場で核実験（自称「平和目的の核爆発」）

カナダ、インﾄﾞとの原子力協定停止を表明

1981年4月 米国、原子力協力協定破棄を表明

18Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 
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インドの原子力開発の主な歴史（２）

年月 経緯

1983年11月 原子力規制委員会（AERB）設立

1984年1月 自主開発の重水炉・マドラス1号機（22万kW）、運転開始

1985年10月 高速実験炉FBTR（1.3万kW）、初臨界（1997年、営業運転）

1996年 U233を燃料とした研究炉KAMINI、初臨界

1998年5月 第2回核実験（2日間、計5回）（水爆含む）→パキスタンも核実験実施

2002年 露とクダンクラム1、2号機（VVER-1000）の建設契約締結

2004年10月 高速増殖原型炉PFBR（50万ｋＷ）、着工

2005年7月 訪米中のシン首相とブッシュ大統領、共同声明で原子力協力を約束

2006年 米下院/上院、米印原子力平和利用協力法案可決（7月/11月）（翌年1月、大統領署名）

2008年8月 ＩＡＥＡ理事会、対印保障措置協定を承認

2008年9月 原子力供給国グループ（NSG）臨時総会、インドに対する「例外扱い」を承認

2008年10月 米議会、米印原子力協定を承認（同12月6日、協定発効）

2010年9月 原子力損害賠償民事責任法成立（メーカー責任条項含む）

2015年12月 日印首脳会談で原子力協力協定に原則合意

2016年2月 原子力損害の補完的補償に関する条約（CSC）批准書をIAEAに寄託（同5月発効）

2016年11月 日印原子力協定調印（発効日：2017年7月20日）
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インドの原子力開発

出典： WNA

ＮＰＴ発効

重水炉（ＰＨＷＲ）
18基

万kWe

第1回核実験

第2回核実験

500

400

300

200

100

軽水炉（BWR）、タラプール1、2

■初期の米・加からの輸入炉を除き、国産の重水炉（PHWR）開発に注力
■現在、海外からの輸入軽水炉の建設拡大見込み
■高速炉開発も熱心： 実験炉FBTR（1.3万kWe） 1985年運転開始

原型炉PFBR（50万kWe） 2019年臨界予定
さらに複数基 計画・提案中

※2011年以降、クダンクラム1，2号機(VVER-1000)が
それぞれ運転開始（計22基・678万kWに）

500

400

300

200
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■タラプール 1、2号機

1969年 1、2号機 運転開始

BWR 16.0万kW×2基

米 GEとのターンキー契約

■ ラジャスタン 1、2号機

1973年 1号機 運転開始
1981年 2号機 運転開始
PHWR 1号機：10.0万kW

2号機：20.0万kW

カナダ原子力公社（AECL）

初期の海外技術の導入

出典： 第50回原産年次大会NPCIL発表資料(2017年4月)
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• 建設期間 : 1964年5月～1969年2月
• 営業運転開始 : 1969年10月28日～
• （世界の運転中軽水炉で一番の長寿！）

タラプールで初の原子力発電所が運転開始（１９６９年～）

出典： 第50回原産年次大会NPCIL発表資料(2017年4月)

★アジア初

22
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第１段階 第２段階

U- 233

電力

300 GWe

プルトニウム燃料

高速増殖炉 莫大な電気

電力
U-233 燃料

増殖炉

電力PHWR

10 GWe

U- 233

天然ウラン

Optimum Utilization of Resources, Minimization of Waste

プルトニウム

第３段階

劣化ウラン

トリウム

プルトニウム

トリウム

３段階の原子力発電計画（少量のU資源、大量のTh資源）

資源の最大限の利用と廃棄物最小化めざす

高速増殖炉 トリウム実証炉加圧重水炉・軽水炉

出典： 第50回原産年次大会
NPCIL発表資料(2017年4月) 23Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 
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PHWR開発の歩み

54万kW級

ラジャスタン1，2
Madras Atomic Power Station (2 220 MWe)  

国産化

マドラス1，2

標準化

ナローラ1，2 カクラパール 1，2

確立

■原子力発電計画の目標：
「クローズド燃料サイクル戦略」により
2050年以降にエネルギー自給を実現する

カイガ3，4

ラジャスタン5，6

ラジャスタン3，4

カイガ1，2

商業化

1970年代 1980年代 1990年代 2000年代

タラプール3，4

技術の実証

70万kW級

カクラパール3，4、
ラジャスタン7，8

規模の拡大と連続建設

22万kW級

■2017年5月、政府、国産10基の増設を閣議決定
2031年までに、70万kW・PHWRを4ケ所に建設

写真： 第50回原産年次大会NPCIL発表資料(2017年4月)Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 
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FBR開発

■高速増殖炉 PFBR（50万kW） （第2段階の開始）
－プール型（タンク型）、ナトリウム冷却
－MOX燃料（Pu, U）O2

－２次系、２ループ
－サイト：カルパッカム

■実施者：バラティヤ・ナビキヤ・ビデュト・ニガム社
（ BHAVINI ）

（参考）高速増殖試験炉FBTR（1.3万kW）が運転中
－ループ型、ナトリウム冷却
－炭化物燃料（PuC, UC）
－１次系、２次系、各２ループ

出典： 第50回原産年次大会NPCIL発表資料(2017年4月)など

■PFBRのこれまでの歩み：
2004年10月：建設開始
2004年12月：インドネシア沖地震に

よる津波被害
2015年7月：建設完了
2017年10月現在：試運転中
2019年：初臨界予定
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将来のFBR建設計画

提案中のFBR 設備容量
(電気出力、万kW)

建設開始年 営業運転開始年 建設サイト

FBR1 60 2021 2029 カルパッカム

FBR2 60 2021 2031

FBR3 60 2025 2033 未定

FBR4 60 2025 2035 未定

FBR5 60 2029 2037 未定

FBR6 60 2029 2039 未定

出典： 原子力庁 Lok Sabha(下院)での質問に対する回答資料
Starred Question No. 2（2018年7月18日)
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原子力委員会（AEC、1948年設立）

公営企業
研究機関

インドの原子力関係機関

原子力規制委員会
(AERB)
1983年設立

原子力庁(DAE)
1954年設立

原子力発電公社
(NPCIL)

ウラン公社(UCIL)

インディラ・ガンジー
原子力研究センター
（IGCAR）

バーバ原子力研究センター
（BARC）

可変エネルギーサイクロトロン
センター（VECC）

バラティヤ・ナビキヤ・
ビデュト・ニガム社

(BHAVINI)

希土類公社
(IREL)

ラジャラマンナ
先端技術センター
(RRCAT)

核燃料
コンプレックス(NFC)

重水製造局(HWB)

放射線・アイ
ソトープ技術
局(BRIT)

原子力鉱物探査研究所
(AMD)

出典： 「第50回原産年次大会」
NPCIL資料(2017年4月)産業組織 27
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クダンクラム

カクラパール

ニューデリー

カイガ

ナローラ

カルパッカム

タラプール

★

運転中と建設中のサイト

★ ムンバイ

ラジャスタン

マドラス

: 運転中PWR

: 運転中BWR

: 運転中PHWR

: 運転中FBR

: 建設中PWR

: 建設中PHWR

: 建設中FBR

ナローラ

ラジャスタン

マドラス

PFBR

クダンクラム

カイガ

タラプール

カクラパール

写真：「第42回原産年次大会」NPCIL資料(2009年)

注：図中に着工準備中のゴラクプール(PHWR2基）は入れていない
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運転中の原子力発電所 22基(PHWR18基、BWR2基、VVER2基)・
計678万kW *FBTR除く

発電所名 出力（万kW）
グロス出力

炉型 着工
（年/月）

営業運転開始
（年/月/日）

主契約者

カイガ1 22.0 PHWR 1989.9 2000.11.16 複数

カイガ2 22.0 PHWR 1989.12 2000.3.16 複数

カイガ3 22.0 PHWR 2002.3 2007.5.6 複数

カイガ4 22.0 PHWR 2002.5 2011.1.20 複数

カクラパール1 22.0 PHWR 1984.12 1993.5.6 複数

カクラパール2 22.0 PHWR 1985.4 1995.9.1 複数

クダンクラム1 100.0 VVER-1000 2002.3 2014.12.31 露ASE

クダンクラム2 100.0 VVER-1000 2002.7 2017.3.31 露ASE

マドラス1 22.0 PHWR 1971.1 1984.1.27 複数

マドラス2 22.0 PHWR 1972.10 1986.3.21 複数

ナローラ1 22.0 PHWR 1976.12 1991.1.1 複数

ナローラ2 22.0 PHWR 1977.11 1992.7.1 複数

ラジャスタン1 10.0 PHWR(CANDU) 1965.8 1973.12.16 カナダAECL

ラジャスタン2 20.0 PHWR(CANDU) 1968.8 1981.4.1 カナダAECL

ラジャスタン3 22.0 PHWR 1990.2 2000.6.1 複数

ラジャスタン4 22.0 PHWR 1990.10 2000.12.23 複数

ラジャスタン5 22.0 PHWR 2002.9 2010.2.4 複数

ラジャスタン6 22.0 PHWR 2003.1 2010.3.31 複数

タラプール1 16.0 BWR 1964.10 1969.10.28 米GE

タラプール2 16.0 BWR 1964.10 1969.10.28 米GE

タラプール3 54.0 PHWR 2000.5 2006.8.18 複数

タラプール4 54.0 PHWR 2000.3 2005.9.12 複数

FBTR 1.3 FBR 1972 1997.7 IGCAR

出典： JAIF「世界の原子力発電開発の動向2018」
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建設中の原子力発電所
■建設中9基・計670万kW

→2024年までに31基・1,348万kWに

プロジェクト 地点名/州名 炉型 設備容量(万kW) 完成予定年

KAPP-3，4
（カクラパール）

カクラパール/
グジャラート州

PHWR 2×70 2019～20

RAPP-7，8
（ラジャスタン）

ラワトバタ/
ラジャスタン州

PHWR 2×70 2020～21

KKNPP-3，4
（クダンクラム）

クダンクラム/
タミルナドゥ州

VVER 2×100 2023

GHAVP-1，2
（ゴラクプール）
※着工準備中

ゴラクプール/
ハリヤナ州

PHWR 2×70 2024

PFBR
（高速増殖原型炉）

カルパッカム/
タミルナドゥ州

FBR 1×50 2018

出典： 原子力庁 Lok Sabha(下院)での質問に対する回答資料に一部編集
Unstarred Question No. 4226(2018年3月21日)

Starred Question No. 2（2018年7月18日)
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クダンクラム

ジャイタプール コバダ

ニューデリー

EPR×6基

フランス 米国

AP1000×6基

ロシア

VVER-1000×6基
(2基運転中、2基建設中、

2基計画中)

カイガ

ゴラクプール
PHWR×2基

チュタカ
PHWR×2基

ビンプール

マヒ バンスワラ
PHWR×4基

カルパッカム
(FBR1基建設中、
FBR2基計画中) 

2017年5月に国産炉の建
設が閣議決定された4サ
イト
国産炉

海外軽水炉

ハリプール
ミティビルディ

出典： 原子力庁 Lok Sabha(下院)での質問に対する回答資料 Starred Question No. 2
（2018年7月18日)など

★

PHWR×2基
(4基運転中) 

★2017年5月17日、政府、国産10基の増設を
閣議決定。
2031年までに、70万kW・PHWRを4ケ所に建設

計画中のサイト（国産炉＋海外の大型軽水炉導入）

米国
ロシア

VVER-1000×6基
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承認・財政措置済のプロジェクト

■政府は2017年6月、下記の12基・計900万kWに行政上・財政上
の承認を付与

■2031年までに完成予定
→PFBRを含め、2031年までに43基・2,248万kWに

プロジェクト 州名 地点名 炉型 設備容量(万kW)

Chutka-1，2
（チュタカ）

マディヤ・
プラデシュ州

チュタカ PHWR 2×70

Kaiga-5，6
（カイガ）

カルナタカ州 カイガ PHWR 2×70

Mahi Banswara-1～4
（マヒ バンスワラ）

ラジャスタン州 マヒ バンスワラ PHWR 4×70

GHAVP-3，4
（ゴラクプール）

ハリヤナ州 ゴラクプール PHWR 2×70

KKNPP-5,6
（クダンクラム）

タミルナドゥ州 クダンクラム VVER 2×100

出典： 原子力庁 Lok Sabha(下院)での質問に対する回答資料に一部編集
Unstarred Question No. 4226(2018年3月21日)

★最近の国会答弁資料によると、
2006年のエネルギー政策で定めた「2032年までに6,300万kWの導入目標」達成は困難な見通し
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将来の建設に向けた“原則”承認済のサイト

出典： 原子力庁 Lok Sabha(下院)での質問に対する回答資料に一部編集
Untarred Question No. 4226(2018年3月21日)、Unstarred Question No. 6201(2018年4月4日)、Starred Question No. 2（2018年7月18日）

プロジェクト 地点名/州名 設備容量(万kW) 協力相手国
など

Bhimpur1～4
（ビンプール）

ビンプール/マディヤ・プラデシュ州 4×70 国産PHWR

Jaitapur-1～6
（ジャイタプール）

ジャイタプール/マハラシュトラ州 6×165 フランス

Kovvada-1～6
（コバダ）

コバダ/アンドラ・プラデシュ州 6×120.8 米国

Chhaya Mithi Virdi-
1～6

（ミティ ビルディ）

ミティ ビルディ/グジャラード州 6×100 米国

Haripur-1～6
（ハリプール）

ハリプール/西ベンガル州 6×100 ロシア

 政府は国産技術と海外との技術協力をベースに原子力発電拡大に向け努力
ー2010年の原子力損害賠償法（CLND）に関する諸問題解決
－インド原子力保険プール（INIP）の創設
－10基の国産PHWR(各70万kW)の建設に向けた行政上の承認と財政措置
－公的部門企業の合弁事業による原子力発電事業の設立を可能にする原子力法改正
ー燃料供給を含む原子力協力に向けた海外との協定締結
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インドの原子力発電所運転状況

■原子力発電量の増加
■設備利用率の改善
■長期継続運転

近年の原子力発電量の推移（単位：百万kW）

出典： 2015年 Atomexpo NPCIL資料に一部加筆・修正 近年の平均設備利用率の推移 （単位：％）

(日数) 1年程度以上継続運転した原子炉

世界第3位
(2018年8月16日

時点)

出典：NPCIL 年次報告（2016-17）

（注）インドの重水炉は、運転中燃料交換が可能
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最近の動き（１）―１基営業運転開始、２基着工

 2017年3月、クダンクラム2号機(露製、100.0万kW)、営業運転開始

 6月、同3、4号機(露製、100.0万kW×2基)、着工

 6月、露ー印、同5、6号機(露製)建設枠組協定に署名

クダンクラム１、2号機

出典： Rosatom

クダンクラム5，6号機建設枠組協定に署名する
シャルマ インド原子力発電公社（NPCIL)総裁と
リマレンコ ASEグループ総裁（2017年6月1日）
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最近の動き（２）―新規サイトで建設準備進む

 2018年3月24日、ゴラクプール1，2号機建設に向けた
地盤掘削工事開始（国産加圧重水炉PHWR、70.0万kW×2基)

掘削工事開始を祝うバスー原子力庁（DAE）長官とシャルマ インド原子力発電公社（NPCIL)総裁ら

出典： インド原子力発電公社
(2018年3月プレスリリース)

Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 

会員限定に公開しております。

https://www.jaif.or.jp/members/india2018

https://www.jaif.or.jp/members/india2018


37

最近の動き（３）—その他

 2018年3月1日、バングラデシュのルプール原子力発電所建設で露と
3カ国協力協定締結

 2018年3月10日、仏EDFとジャイタプール原子力発電所建設計画
で産業枠組協定締結

 米WHとコバダ原子力発電所建設に向けた
協議継続中

 カイガ1（PHWR）、826日*継続運転達成
世界で3番目の長期継続運転

*2018年8月16日時点

★参考：世界の商業用原子力発電所の長期継続運転ランキング

1位：英・ヘイシャムⅡ-2（AGR） 940日

2位：加・ピッカリング 7（CANDU）894日

印・バングラ・露、ルプール発電所
建設で協力覚書に署名

（出典：Rosatom）

出典：インド独立記念日 原子力庁長官挨拶より（2018年8月)
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日印原子力協定締結

■2016年11月、日印原子力協定調印（発効日：2017年7月20日）
ー原子力平和利用を前提に、日本からインドへの原子力関連資機材や技術の輸出が
可能に

モディ首相と安倍首相

出典： 原子力庁
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最近の二国間原子力協定の締結状況

国名 署名年月日 発効年月日

フランス 2008年9月30日 2010年1月14日

米国 2008年10月10日 2008年12月6日

ロシア 2010年3月12日 ※

ナミビア 2009年 ※

モンゴル 2009年9月14日 ※

カナダ 2010年6月27日 2013年9月27日

アルゼンチン 2010年9月23日 ※

チェコ 2010年11月 ※

カザフスタン 2011年4月15日 2012年2月24日

韓国 2011年7月25日 2011年10月12日

オーストラリア 2014年9月5日 2015年11月13日

スリランカ 2015年2月16日 ※

英国 2015年11月13日 2016年12月16日

日本 2016年11月11日 2017年7月20日

ベトナム 2016年12月9日 ※

バングラデシュ 2017年4月8日 ※

出典：原子力庁ウェブサイトなど ※はデータなし
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インドの主な原子力関係条約・協定の加盟状況（１）

条約・協定名 条約発効年月日 加盟状況 加盟発効年月日

核兵器不拡散条約（NPT） 1970年3月5日 × ―

包括的核実験禁止条約（CTBT） × × ー

核兵器用核分裂性物質生産禁止条約
（カットオフ条約）

× × ー

原子力の安全に関する条約 1996年10月24日 〇 2005年6月29日

使用済燃料管理・放射性廃棄物管理の
安全に関する条約

2001年6月18日 × ー

原子力事故の早期通報に関する条約 1986年10月27日 〇 1988年2月28日

原子力事故又は放射線緊急事態の場合
における援助に関する条約

1987年2月26日 〇 1988年2月28日

核物質の防護に関する条約 1987年2月8日 〇 2002年4月11日

改正核物質の防護に関する条約 2016年5月8日 〇 2016年5月8日

核によるテロリズムの行為の防止に関
する国際条約

2007年7月7日 〇 2006年12月1日

原子力損害の補完的補償に関する条約
（CSC）

2015年4月15日 〇 2016年5月4日

パリ条約 1968年4月1日 × ー

ウィーン条約 1977年11月12日 × ー

出典：OECD/NEA、IAEAウェブサイトなど
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インドの主な原子力関係条約・協定の加盟状況（２）

出典：OECD/NEA、IAEAウェブサイトなど

協定名など 締結状況 締結発効年月日

IAEA保障措置協定 〇 2009年5月11日

IAEA追加議定書 〇 2014年7月25日

国際機関・組織など 発効/発足年月日 加盟状況 加盟年月日

IAEA（国際原子力機関） 1957年7月29日 〇 1957年7月

OECD/NEA
（経済協力開発機構 原子力機関）

1958年2月1日 × ー

NSG（原子力供給国グループ） 1974年 × ー

ITER（国際熱核融合実験炉） 1986年 〇 2005年12月6日

RCA
（原子力科学技術に関する研究、開
発及び訓練のための地域協力協定）

1972年6月12日 〇 1972年6月12日

GIF
（第４世代原子力システム国際
フォーラム）

2001年7月 × ー

IFNEC
(国際原子力エネルギー協力フレー
ムワーク、旧GNEPを改称)

2010年6月 × ー
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対象施設（計26） 通知日

1 ウラン酸化物プラント＠核燃料コンプレックス ハイデラバード 2009年10月16日

2 セラミック燃料加工プラント（ペレット成型）＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

3 セラミック燃料加工プラント（燃料集合体）＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

4 濃縮ウラン酸化物プラント＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

5 濃縮燃料加工工場＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

6 ガドリニウム施設＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

7 タラプール1 2009年10月16日

8 タラプール2 2009年10月16日

9 ラジャスタン1 2009年10月16日

10 ラジャスタン2 2009年10月16日

11 クダンクラム1 2009年10月16日

12 クダンクラム2 2009年10月16日

13 ラジャスタン5 2009年10月19日

14 ラジャスタン6 2009年10月19日

15 ラジャスタン3 2010年3月9日

16 ラジャスタン4 2010年3月9日

42

インドのIAEA保障措置対象施設（１）

Copyright © JAPAN ATOMIC INDUSTRIAL FORUM, INC 

出典：Agreement between the Government of India and the IAEA safeguards for the Application of Safeguards to Civilian 
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IAEA保障措置対象施設（計26施設） 通知日

21 ウラン酸化プラント＠核燃料コンプレックス ハイデラバード 2009年10月16日

22 セラミック燃料加工プラント（ペレット成型）＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

23 セラミック燃料加工プラント（燃料集合体）＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

24 濃縮ウラン酸化プラント＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

25 濃縮燃料加工工場＠核燃料コンプレックス 2009年10月16日

26

43

インドのIAEA保障措置対象施設（２）

出典：Agreement between the Government of India and the IAEA safeguards for the Application of Safeguards to Civilian 
Nuclear Facilities-Addition to the List of Facilities Subject to Safeguards Under the Agreement (2018年5月25日)

対象施設（計26） 通知日

17 カクラパール1 2010年12月3日

18 カクラパール2 2010年12月3日

19 AFR燃料貯蔵施設＠タラプール 2012年12月11日

20 核物質貯蔵庫＠タラプール 2014年3月11日

21 ナローラ1 2014年12月12日

22 ナローラ2 2014年12月12日

23 カクラパール3 2017年9月11日

24 カクラパール4 2017年9月11日

25 クダンクラム3 2018年5月7日

26 クダンクラム4 2018年5月7日
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【参考】インドの原子力損害賠償法関連
 1962年原子力法には、原子力損害賠償条項なし

 2010年8月：インド議会（上院・下院）で成立
・ボパール事故の影響受ける (米化学企業による有毒ガス放出事故、死者約1.5万人/被害約10万人)

 運転者に賠償責任: 6条2項

ー運転者の責任限度額：150億ルピー（約2.3億ドル・297億円）

⇒但し、政府の公示によって責任額を引き上げ可能

原子力損害賠償民事責任法(Civil Liability for Nuclear Damage Act 2010、CLND)

 供給者責任規定：17(b)条

(b) 原子力事故が、供給者またはその従業員の行為による帰結として生じた場合。これには、

明白かまたは隠れた欠陥のある設備または材料、または基準を下回るサービスの供給が含ま

れる ⇒運転者に供給者への求償権を認める条項あり

 他の法律との関係：46条

「本法(CLND)は既に施行されている他の法律の有効性を損なうものではない」と規定
⇒CLND以外の他の法律が適用される可能性あり
供給者にとって製造物責任法などの適用の可能性もあり、懸念材料

原子力損害の補完的補償に関する条約（CSC）

 2016年2月：インド政府、CSC批准書をIAEAに寄託（同5月発効）
⇒国内法との関連が依然不明確

出典：エネルギー法研究所「原子力損害賠償法に関する国内外の検討」
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【参考】今後の発電設備容量の見通し

電源別 設備容量
（万kW）

％

水力 5,130 10.7

石炭＋褐炭 21,730 45.3

天然ガス 2,574 5.4

原子力 1,008 2.1

従来型発電＊合計 30,442 63.5

再エネ合計 17,500 36.5

2021-22年の総発電設備容量 47,942 100.0

■ 総発電設備容量の見通し（2021-22年） ■ 総発電設備容量の見通し（2026-27年）

■ 総発電設備容量（2017年3月31日時点）

出典：中央電力庁「国家電力計画」(2018年1月)＊石炭、褐炭、水力、原子力、天然ガス

電源別 設備容量
（万kW）

％

水力 4,448 14

石炭＋褐炭 19,216 59

天然ガス 2,617 8

原子力 678 2

従来型発電＊合計 26,959 83

電源別 設備容量
（万kW）

％

水力 6,330 10.2

石炭＋褐炭 23,815 38.5

天然ガス 2,574 4.2

原子力 1,688 2.7

従来型発電＊合計 34,407 55.6

再エネ合計 27,500 44.4

2026-27年の総発電設備容量 61,907 100.0

電源別 設備容量
（万kW）

％

太陽光 1,229

17
風力 3,228

その他の再エネ 1,267

再エネ合計 5724

総発電設備容量 32,683 100.0
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【参考】発電設備容量と発電量の見通し

石炭と褐炭 ガスとディーゼル 水力 再エネ原子力

単位: MW（1,000kW）■ 発電設備容量の見通し

2017年3月 2022年3月 2027年3月

2016-2017年 2021-22年 2026-27年

■ 発電量の見通し

石炭と褐炭
ガスと
ディーゼル

水力 原子力 再エネ

単位: GWh（100万kWh）

出典：中央電力庁「中長期電力計画委員会報告書」(2018年1月)
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発電所名 州名 実施機関 基数と出力 2022～27年の運転開始規模

1 クダンクラム3,4 タミルナドゥ ＮＰＣＩＬ 4基×100万ｋＷ 400万kW

2 ゴラクプール1,2 ハリヤナ ＮＰＣＩＬ 2基×70万kW 140万kW

3 New PHWR* マディヤ・
プラデシュ

ＮＰＣＩＬ 2基×70万kW 140万kW

合計 680万kW

47

【参考】2017～27年の間で運転開始が見込まれる原子力発電所

発電所名 州名 実施機関 基数と出力 2017～22年の運転開始規模

1 カクラパール3,4 グジャラート ＮＰＣＩＬ 2基×70万ｋＷ 140万kW

2 ラジャスタン7,8 ラジャスタン ＮＰＣＩＬ 2基×70万kW 140万kW

3 PFBR タミルナドゥ Bhavini 1基×50万kW 50万kW

合計 330万kW

■ 2017～22年に運転開始予定の原子力発電所

*出典元に具体名の記載なし。

■ 2022～27年に運転開始予定の原子力発電所

出典：中央電力庁「国家電力計画」(2018年1月)など
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